
� 111

原田輝彦教授　略歴及び研究業績

1956年10月12日生まれ

学歴・職歴

1975年 3 月　宮崎県立宮崎大宮高等学校普通科卒業

1975年 4 月　九州大学教養部文科入学

1976年 ９ 月　九州大学法学部専門課程進学

1979年 3 月　九州大学法学部卒業

1979年 4 月　日本開発銀行（現　日本政策投資銀行）入行

2007年 3 月　日本政策投資銀行退職

2007年 4 月　関西大学政策創造学部教授に就任、現在に至る

これまでに、聖学院大学政治経済学部、神戸国際大学経済学部、立命館大学大

学院テクノロジー・マネジメント研究科の非常勤講師、関西大学法学研究所研

究員を務めるほか、長期・短期学術研究員として中国およびドイツに留学

主な所属学会

日本海運経済学会、日本経営分析学会、国際開発学会、日本法哲学会、関西大

学法学部求是会（基礎法学研究会）
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研究業績目録

【著  書】
〔単　著〕

『戦後日本経済と政策金融－日本政策投資銀行を事例にして』関西大学出版部、

2021年

『グローバリゼーションを規律する Money と Justice の関係について』関西大学

出版部、2020年

『グローバリゼーションと変貌する地域経済』関西大学出版部、2017年

〔分担執筆〕

「地域経済の発展と経済理論」橋本行史編著『地方創生の理論と実践－地域活性

化システム論－』創成社、2015年

「海上輸送と海賊対策」黒田勝彦他編著『変貌するアジアの交通・物流～シーム

レスアジアをめざして』技法堂出版、2010年

「貿易と外国為替」「日本の銀行制度」石部ほか編著『経済学の知識から将来を

読む』ヴェリタス書房、2008年

「日本の経済界が求める法整備支援」香川・金子編著『法整備支援論－制度構築

の国際協力入門－』ミネルヴァ書房、2007年

【論  文】
「金融を巡るひとつの試論－金融実務と検査に着目して－」『関西大学商学論集』

第66巻第 4 号、2022年

「日本経済の民営化を巡る今日的回顧」『関西大学商学論集』第65巻第 4 号、2021

年

「日米構造問題協議後の金融制度改革－欧州金融制度改革を参考にして－」『日

米構造問題協議の影響の再検討Ⅱ』（関西大学法学研究所研究叢書 第52
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冊）、2015年

「欧州統合と中央銀行金融政策の基本原則について」『関西大学商学論集』第60

巻第１号、2015年

「日米構造問題協議後のマクロ金融経済構造改革−日米構造問題協議から約四

半世紀を経て、日本のマクロ金融経済構造改革を考える−」『日米構造問題

協議の影響の再検討Ⅰ』（関西大学法学研究所研究叢書�第49冊）、2013年

「関西大学キャリア教育を担当して」『関西大学高等教育研究』、2013年

「ベトナム民間企業の現状」『アジアの法文化の諸相』第 ２巻（関西大学法学研

究所研究叢書�第44冊）、2011年

「越南民営企業的現状」『法治湖南』（湖南大学法学院）、2011年

「白巴根報告 :米国の相殺関税は『非市場国家』に適用可能か米国の対中国相殺

関税調査を素材にして−コメント−」『中国の人権と市場経済をめぐる諸問

題』（アジアにおける経済・法・文化の展開と交流 ２）、2010年

「ベトナム投資政策に於ける規範と経済的現実との乖離について：課題と展望」

『アジア法研究』（2008年度春季研究大会個別報告）、2009年

「経済開発とベトナム中小企業育成政策の関係−法文化の視点を入れて−」『ア

ジアの法文化の諸相』（関西大学法学研究所研究叢書�第40冊）、2009年

「ドイモイ（刷新）政策導入後のベトナムに於ける資本・金融自由化政策概観」

『経済経営研究』VOL.27- 4 、2007年

「法の支配によせる経済界の期待」『海運』No.950、2006年

「証券市場に対する企業内容開示の今日的意味−監査論を中心として−」『DBJ�

Discussion�Paper�Series』No.0603、2006年

「日本政策投資銀行、環境関連融資と海運業」『海運』No.946、2006年

「ベトナム私法制度の整備と日本支援の役割−社会的共通資本としての法学の視

点から−」『経済経営研究』VOL.26- ５ 、2006年

「Globalizationと船舶融資～計画造船から貿易物資安定供給融資へ～」『海事交

通研究』No.54、2005年
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「ベトナム私法整備の経緯と日本支援の役割」『第16回国際開発学会全国大会報

告論文集』、2005年

「英国の証券取引所と証券市場」『設研38- 3 - １ 』、1996年

「民間設備投資の回顧と展望」『建設物価』、1995年

Private�capital� investment�of�Japan�fiscal�year�1994-The�course�of�economy,�

Research Institute of MITSUBISHI,�1994

New� trend� of� finance-Some� problems� in� Japanese�Credit�Analysis� System�

compare�with�USA–,�The Japan Development Bank,�1994




